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◎ 全日畜が、これまでに事業参加した JRA畜産振興事業について 
全日畜は、2018 年度（平成 30 年度）から日本中央競馬会（以下「JRA」）が実施する「日本中央競馬

会畜産振興事業」に事業参加してきました。これまでに実施した事業数は７事業で、全ての事業が、

畜産経営者が高い関心を寄せている時々のテーマについての実態調査です。

◎ 今年度（2025年度）も、新たな事業に参加します 
   ・昨年 11 月に、JRA が 2025 年度の新規事業を公募して全日畜はこれに応募しました。 

   ・応募した案件は、JRA での審査の結果、3 月に実施事業として決定されました。8 件目の事業です。 

事 業 名   飼料の安定的確保等実態緊急調査事業 （略称：「飼料確保」） 

実施主体   一般社団法人 全日本畜産経営者協会 （全日畜） 

事業期間   2025 年度から 2026 年度まで （２年間） 

   ・この事業では、畜産経営者が飼料価格の高止まり等への課題について取り組んでいる国産飼料、

エコフィード利用などの実態調査と事業成果の普及啓発を実施します。

   ・飼料確保等の実態調査では、全国の畜産経営者を対象にアンケート調査と生産現場での創意工夫

事例調査を実施します。普及啓発では、セミナーの開催と調査成果の広報発信に取り組みます。 

◎ 次ページから、これまで実施した７事業について概要を紹介します 
・７事業のテーマは、「SDGs」、「危機克復」、「多角化」、「農畜連携」、「自然災害」、「雇用促進」、 

「スマート畜産」です。 

・各事業の成果は、全日畜のホームページで公開しています。ここでは検索情報も紹介します。

特 集 全日畜が実施した 
JRA畜産振興事業を紹介します  

第 64 号 

2025 年 6 月 24 日

https://www.alpa.or.jp/ 

私たちのお願いは 

おいしい飼料の 

 安定確保です 

畜産経営者の団体です 

全日畜だより 
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養豚経営に DX 技術を導入する場合の検討項目            取り組んでいる AW の成果 

（事業名） 
畜産経営の持続可能な開発目標対応調査事業 
 （略称は「SＤGｓ」で、令和６年度～７年度の２年間で実施、事業は継続中） 

 
◎ 事業概要 

この事業は、アンケート調査、ワークショップの開催により、畜産経営における持続可能な開発目標

（SDGs）のうち、畜産 DX やアニマルウェルフェアー（AW）の取り組み、課題、解決方策等を「事例集」に

まとめ、畜産経営の安定及び発展に資することが目的です。 

(1) 畜産経営の SDGs 対応について、取り組みに係るアンケート調査を実施 

(2) 畜産経営の SDGs をテーマに、ワークショップやセミナーを開催  

(3) 畜産経営の SDGs について第三者委員で構成する調査推進委員会を組織して調査を深堀 

(4) 畜産経営者のための SDGs について、取組み事例集を作成 

 

◎ アンケート調査 

令和６年度に、畜産経営の SDGs への取組み状況の把握のため、経営体へのアンケート調査を実施 

 しました。アンケートでは、畜産 DX の導入及び AW への対応状況、背景、効果、課題、行政等に期待す 

る支援策等について回答いただきました。 

アンケートに回答いただいた経営体数は、酪農 102、肉用牛 80、養豚 78、養鶏（採卵鶏）70、養鶏（ブ 

ロイラー）21 等、計 373 経営体でした。 
 

◎ 成果 

アンケート調査により、畜産DX及びAWを実施中の経営体の実施状況、成果、課題、行政機関に期待 

する支援策などが明らかになりました。 
 

 

 
 
◎ 畜産経営者への貢献 

­ ワークショップの開催で、畜産経営体に対し SDGs への取組み事例と課題、今後の方向性を提示。 

­ アンケート調査により、畜産経営体の SDGs への取組みに係る現状及び意見を把握。 

【資料：https://alpa.or.jp/jra-livestock-promotion-project/sustainable/】  
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9.その他

7.メーカー、営業マ…

6.口コミ/評価

3.耐用年数

5.普及度

4.連携・拡張性

2.DX技術の完成度

1.費用と便益のバ…

問６c-2 <畜産DX技術を導入する場合の

主要検討項目>

【養豚経営】

回答数:52

複数回答
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10.その他

7.地域の活性化

6.輸出品目事業者採用

5. 販売価格の差別化

9.販売先の拡大

8.SDGs

11.わからない、成果がない

3.家畜耐用年数延伸

4.繁殖成績向上

2.生産性の向上

1.疾病、事故の減少

問18 <AWの成果>

回答数:208

複数回答

https://alpa.or.jp/jra-livestock-promotion-project/agriculture-and-livestock-collaboration/
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経営危機による状況変化                      生産費の増加｣に対する対応 

（事業名） 
畜産経営の危機克服・維持のための実態緊急調査事業 

 （略称は「危機克復」で、令和５年度～６年度の２年間で実施） 
 

◎ 事業概要 

この事業は、アンケート調査、ワークショップの開催により、感染症等からの未曾有の畜産危機の影響 

及び対応状況、政府施策の畜産経営者への貢献度等、経営者が抱えている課題を「畜産危機対応事

例集」にまとめ、畜産経営の維持継続に資することが目的です。 

(1) 畜産経営の危機克服等について、取り組みに係るアンケート調査を実施 

(2) 畜産経営の危機克服等をテーマに、ワークショップ及びセミナーを開催 

(3) 畜産経営の危機克服･持続のための実態緊急調査推進委員会を組織して調査を深堀 

(4) 畜産経営者のための危機克服事例集を作成 
 

◎ アンケート調査 

令和５年度に、生産資材等の高騰などの影響及び対応状況の把握のため、経営体へのアンケート調 

査を実施しました。アンケートでは、畜産経営危機の種類、畜産危機への対応状況、持続的な畜産物生 

産のあり方等について回答いただきました。 

アンケートに回答いただいた経営体数は、酪農91、肉用牛88、養豚79、養鶏（採卵鶏）77、養鶏（ブロイ 

ラー）28等、計385経営体でした。 
 

◎ 成果 

アンケート調査により、多角化を実施中の経営体の実施状況、経営多角化の今後、多角化を実施し 

ていない経営体の意見などが明らかになりました。 

  
 
危機克服事例集では、畜産経営の危機と平時の備え、経営危機への対応事例、事業継続計画、畜 

産経営の危機への対策などを紹介しました。 
 

◎ 畜産経営者への貢献 

­ ワークショップの開催で、畜産経営体に対し危機克服の事例と課題、今後の方向性を提示。 

­ アンケート調査により、畜産経営体の危機克服への取組みに係る現状及び意見を把握。 

­ 危機克服事例集を示すことで、畜産経営者及び関係者が危機克服に立ち向かう場合の事例を明ら

かにし、持続的な畜産経営に貢献。 
【資料：https://alpa.or.jp/jra-livestock-promotion-project/overcoming-the-crisis/】  
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7.生産部門・生産規模の縮小

6.借入金の手当が困難

4.生産物販売量の減少

5.借入金等負債額の増加

10.労働力の確保が困難

9.人件費の増加

2.生産資材等の入手困難・遅延

8.生産性・収益性の低下

3.畜産物価格の低迷

1.生産資材等価格の高騰

問6 <経営危機による状況変化>

回答数:245
複数回答
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11.自家配合飼料の利用

13.該当なし/特にない

5.支払いサイトの変更

10.人件費の削減

4.取引先の変更

12.その他

3.購入飼料代金の延滞

9.飼養頭羽数の縮小

2.食品製造副産物の利用

6.借入資金の活用

1.自給飼料の活用

8.国・県の助成事業

7.飼料基金の活用

問10 <生産費の増加に対する対応>

回答数:209
複数回答

https://alpa.or.jp/jra-livestock-promotion-project/agriculture-and-livestock-collaboration/
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畜種別の多角化実施状況                            多角化の課題 

（事業名） 
多角化による畜産経営強化調査事業 

 （略称は「多角化」で、令和４年度～５年度の２年間で実施） 
 
◎ 事業概要 

この事業は、アンケート調査、ワークショップの開催により、畜産経営の多角化の現状、課題、失敗し 

ないための留意点等を「多角化指針」にまとめ、健全な多角化経営の推進に資することが目的です。 

(1) 畜産経営における多角化について、取り組みに係るアンケート調査を実施 

(2) 畜産経営の多角化をテーマに、ワークショップ及びシンポジウムを開催 

(3) 畜産経営の多角化のための、畜産経営強化調査推進委員会を組織し調査を深堀 

(4) 畜産経営者のための多角化指針を作成 
 

◎ アンケート調査 

令和４年度に、経営の多角化の取り組みの経緯、背景、効果、課題、今後の意向等の把握のため経 

営体へのアンケート調査を実施しました。アンケートでは、多角化事業の概要、多角化の今後等につい 

て回答をいただきました。 

アンケートに回答いただいた経営体数は、酪農94、肉用牛82、養豚77、養鶏（採卵鶏）69、養鶏（ブロ

イラー）22等、計372経営体でした。 
 

◎ 成果 

アンケート調査により、多角化の実施状況、多角化の今後、多角化を実施していない経営体の意見 

などが明らかになりました。 

 
 
多角化指針では、PDCAサイクルに見立てた多角化のプロセスを、計画、実施、危機の発生と対応、

見直し、将来の展望などの項目について畜種別に示しました。 
 

◎ 畜産経営者への貢献 

­ ワークショップの開催で、畜産経営体に対し多角化の現状と課題、今後の方向性を提示。 

­ アンケート調査により、畜産経営体の多角化への取組みに係る現状及び意見を把握。 

­ 多角化指針を示すことで、畜産経営者及び関係者が畜産経営の多角化を検討する場合の留意事

項を明らかにし、持続的な畜産経営に貢献。 
【資料：https://alpa.or.jp/jra-livestock-promotion-project/diversification/】  
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%

Q5 <飼養畜種別多角化の実施状況>

1.実施している 2.実施していない 3.実施したい 4.以前は実施

回答数 :酪農 115; 肉用牛 105 ; 養豚 82 ; 肉鶏 25 ; 採卵鶏 74 
1.2%
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6.0%
6.0%
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16.9%
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27.7%

30.1%
36.1%
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13.その他

14.課題なし

8.供給体制維持拡充

10.事業者とのマッチング

9.公的資金活用

12.経営管理・組織運営

1.事業計画作成

11.資金調達

6.商品サービス企画開発

4.技術人材確保

3.技術の習得向上

2.施設・機械の整備・調達

7.販路開拓集客

5.労働力確保

Q21 <多角化開始時の課題>

回答数:83
複数回答

https://alpa.or.jp/jra-livestock-promotion-project/agriculture-and-livestock-collaboration/
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（事業名） 
農畜連携による畜産経営の強化調査事業 

 （略称は「農畜連携」で、令和３年度～４年度の２年間で実施） 
 

◎ 事業概要 

この事業は、アンケート調査、ワークショップの開催により、農畜連携の課題とその解決方法、将来 

の持続可能性を分析し、「農畜連携指針」にまとめ、飼料自給率の向上等に資することが目的です。 

(1) 畜産経営体の農畜連携について、取り組みに係るアンケート調査を実施 

(2) 畜産経営における農畜連携をテーマに、ワークショップ及びシンポジウムを開催 

(3) 畜産経営における農畜連携について、畜産経営強化検討委員会を組織して調査を深堀 

(4) 畜産経営者のための農畜連携指針を作成 
 

◎ アンケート調査 

令和３年度に、農畜連携の取り組みの把握のため経営体へのアンケート調査を実施しました。アンケ 

ートでは、農畜連携を実施中の経営体に対し、動機、取り組み状況、効果、課題について、また、農畜

連携未実施の経営体に対し農畜連携の取組みへの関心等について回答いただきました。 

アンケートに回答いただいた経営体数は、酪農127、肉用牛105、養豚94、養鶏（採卵鶏）95、養鶏

（ブロイラー）27等、計448経営体でした。 
 

◎ 成果 

アンケート調査により、農畜連携を実施中の経営体の導入動機、現状、効果、課題、今後の農畜連 

携のあり方などが明らかになりました。 

 
     

農畜連携指針では、農畜連携のための畜産側・農業側の現状、農畜連携事例、農畜連携のための

課題解決の方向性、飼料用米・稲WCSの利用、家畜ふん尿の資源循環、などを示しました。 
 

◎ 畜産経営者への貢献 

­ ワークショップの開催で、畜産経営体に対し農畜連携の現状と課題、今後の方向性を提示。 

­ アンケート調査により、畜産経営体の農畜連携への取組みに係る現状及び意見を把握。 

­ 農畜連携指針を示すことで、飼料自給率の向上などによる、持続的な畜産経営に貢献。 
【資料：https://alpa.or.jp/jra-livestock-promotion-project/agriculture-and-livestock-collaboration/】  

酪農経営の農畜連携が可能だった理由               採卵鶏経営の農畜連携の課題 
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17.その他

16.低利融資資金が活用できた。

10.食用米と稲WCS の作付け時期の差で、農…

9. 圃場整備が進み稲WCSの作業効率が向上。

6.農業、畜産に地域の組織化のリーダーがい…

3.県、市町村等が飼料用米の生産を推進。

4.県、市町村等が水田利用したトウモロコシ等…

7.稲WCSの価格が畜産経営に有利となった。

14.地域に麦稈等の農業からの敷料資源が豊…

13.地域で資源循環型農業のニーズがあった。

12.地域で有機質肥料の需要が高かった。

11.酪農家は放牧地不足問題、農業経営者は…

15.国などからの助成が得られた。

1.地域資源利活用について、市町村、畜産経…

2.県、市町村等が稲WCSの生産を推進。

5.コントラクター組織ができた
酪Q11 <農畜連携が可能だった理由(酪農)>

回答数:50
複数回答
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12.その他

11.米生産地帯と飼料貯蔵・加工工場が離れ…

2.飼料用米の利用価格が安定していない。

6.飼料用米関連の施設・機械への再投資が…

7.作業の効率化のため、大区画の圃場整備…

4.飼料用米の飼料工場ごとの配合設計に見…

9.米の収穫時期が重なり、保管場所を含む…

5.農業経営者の減少により地域内での将来…

1.飼料用米の生産量は食用米価格に左右さ…

3.農業経営者に対する飼料用米作付けへの…

10.保管コストの負担が大きい。

8.農業（水田）経営者に対する助成に比べ、…

卵Q17 <農畜連携継続の課題(採卵鶏)> 

回答数:45
複数回答

https://alpa.or.jp/jra-livestock-promotion-project/agriculture-and-livestock-collaboration/
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（事業名） 
自然災害に強い畜産経営の実現調査事業 

（略称は「自然災害」で、令和２年度～３年度の２年間で実施） 
 
◎ 事業概要 

この事業は、アンケート調査、ワークショップの開催により、畜産インフラの機能診断、リスク分析、予 

防保全等を「マニュアル」にまとめ、自然災害に強い畜産経営の実現に資することが目的です。 

(1) 畜産経営体の自然災害に強い経営について、取り組みに係るアンケート調査を実施 

(2) 台風・豪雨・地震等の被災をテーマに、ワークショップ及びセミナーを開催 

(3) 自然災害に強い畜産経営について、実現調査検討委員会を組織して調査を深堀 

(4) 畜産経営者のための災害危機管理マニュアルを作成 
 

◎ アンケート調査 

令和２年度、自然災害の実態及び対策の把握のため経営体へのアンケート調査を実施した。アンケ

ートでは、経営体の農場のある地域での自然災害の発生状況、今後の防災対応、防災及び災害発生

後の対応における課題、新型コロナウイルスの影響と対策等について回答をいただきました。 

アンケートに回収いただいた経営体数は、酪農112、肉用牛104、養豚92、養鶏（採卵鶏）94、養鶏 

（ブロイラー）26等、計457経営体でした。 
 

◎ 成果 

アンケート調査により、現在までの自然災害の状況、今後の具体的な防災対応、防災・災害発生後

の対応における課題、今後期待される防災対策などが明らかになりました。 

  
 

マニュアルでは、畜産業における近年の災害状況、リスクマネジメント、事業継続計画、畜産経営体

の災害対策、災害対策支援の制度、ワークショップ・聞き取り調査結果などを示しました。 
 

◎ 畜産経営者への貢献 

­ ワークショップの開催で、畜産経営体に対し自然災害による被災の現状と対策の情報を提示。 

­ アンケート調査により、畜産経営体の自然災害への取組みに係る実態及び意見を把握。 

­ 自然災害危機管理マニュアルを示すことで、持続的な畜産経営に貢献。令和６年能登半島地震に

おいても、関係機関に本マニュアルを配布。 

【資料：https://alpa.or.jp/jra-livestock-promotion-project/natural-disaster/】 

自然災害の内容                            優先度の高い防災対策 

 

1.6%
5.2%
6.1%

8.6%
10.0%

15.5%
16.6%
18.4%

20.9%
23.0%

27.5%
31.1%

52.5%
62.3%

73.9%
79.3%

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

16.その他

11.高台など洪水対策を考えた施設用地確保

15.地域・経営体における防災訓練の実施

10.土砂災害防止の植林など防災対策の実施

2.家畜の避難カ所の確保

13.経営用地へのアクセス道路の複数確保

14.地域または同業者間での防災機器の融通

6.被災地域外での飼料の備蓄

12.糞尿や汚水の事前処理

5.通信システム等各種無線機の整備

4.自家発電機をリースできる体制整備

9.複数の飼料確保ルートの確保

7.別途貯水槽や給水源の確保

8.燃料の備蓄

1.耐震・耐暴風・耐積雪構造の畜舎や畜産…

3.自家発電機の設置

Q26 <優先度の高い防災対策>

回答数：440
複数回答

4.4%
5.3%
5.3%
5.6%
6.2%
7.6%

12.9%
12.9%

16.2%
17.6%
17.9%

24.4%
29.7%

35.3%
42.9%

52.4%
72.1%

81.2%

0 20 40 60 80 100

4.畜産加工施設の倒壊・損壊

18.糞尿・汚水の流出

5.農機具の流出・破損

19.その他

6.草地の流出

7.飼料作物の流出

15.燃料の枯渇

14.飼料工場の製造停止

16.搾乳の不能

12.飼料の供給停止

17.生産畜産物出荷の不能

13.道路の寸断

10.or11.通信回線の不通

1.家畜の斃死

9.断水

3.その他畜産施設の倒壊・損壊

2.畜舎の倒壊・損壊

8.停電

Q8 <自然災害の内容>

回答数：340
複数回答

https://alpa.or.jp/jra-livestock-promotion-project/employment-promotion-survey/
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（事業名） 
畜産経営雇用促進調査事業 

 （略称は「雇用促進」で、令和元年度～２年度の２年間で実施） 
 
◎ 事業概要 

この事業は、アンケート調査、ワークショップの開催により、雇用の実情と対策・方向性を明らかにし、

雇用問題の軽減に貢献することが目的です。 

(1) 畜産経営体の雇用実態や雇用の取り組みについてアンケート調査を実施 

(2) 畜産経営における雇用確保をテーマに、ワークショップ及びセミナーを開催 

(3) 畜産経営における雇用確保について、雇用促進調査推進委員会を組織して調査を深堀 

(4) 畜産経営者のための雇用対策指針を作成 
 

◎ アンケート調査 

令和元年度、雇用の確保に係る実態把握のため経営体へのアンケート調査を実施しました。アンケ

ートでは、従業員の状況、従業員の募集・採用、今後の従業員の採用予定、「働き方改革関連法」への

対応、従業員の離職・独立、正社員の選考方法、障がい者の活用等につき回答をいただきました。 

アンケートに回答いただいた経営体数は、酪農101、肉用牛75、養豚92、養鶏（採卵鶏）89、養鶏（ブ

ロイラー）25等、計409経営体でした。 
 

◎ 成果 

アンケート調査により、従業員の状況、従業員の募集・採用、働き方改革への対応、正社員の選考

方法、障がい者の雇用などが明らかになりました。 

 
 

雇用対策指針では、畜産業における雇用の現状、畜産の雇用をめぐる政策、雇用の留意点、畜産

業の雇用確保に向けた質疑応答集などを示しました。 
 

◎ 畜産経営者への貢献 

­ ワークショップの開催で、畜産経営体に対し雇用確保の現状と対策の方向性を提示。 

­ アンケート調査により、畜産経営体の雇用確保への取組みに係る実態及び意見を把握。 

­ 雇用対策指針を示すことで、持続的な畜産経営に貢献。 

【資料：https://alpa.or.jp/jra-livestock-promotion-project/employment-promotion-survey/】 
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正社員 常勤パート アルバイト

%

Q12 <予定に対する採用状況>

1.採用予定がなかった 2.十分採用できた

3.ほぼできた 4.ある程度できた

5.あまり採用できなかった 6.ほとんど採用できなかった

回答数: 309 回答数: 196 回答数: 139

3% 
6% 
6% 

11% 
11% 
12% 
12% 

18% 
18% 

26% 
28% 
29% 

34% 
37% 

41% 

0 10 20 30 40 50

15.その他

14.子育て・介護支援

6.希望する部門への異動

13.業務量の削減

8.業績・能力の見直し

9.能力開発の支援

7.OJTの徹底

12.実労働時間の削減

11.勤務日数の削減

10.福利厚生の拡充

1.面接・カウンセリングの実施

5.懇親イベントの開催

2.先輩職員のフォロー

3.定期昇給

4.給与水準の引き上げ

Q32 <従業員定着方法>

回答数: 338
複数回答

過去 1 年間で予定した人数のうち採用できた割合     従業員の定着のために実施していること 

https://alpa.or.jp/jra-livestock-promotion-project/employment-promotion-survey/


8 

 

3%
7%
8%
8%

12%
13%

16%
19%
19%

21%
24%

38%
43%

57%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

その他

組織的ICT活用の拠点づくり

試験研究機関とICT企業の連携支援

行政データのオープン化

専門的・技術的分野への外国人労働者受…

食品情報クラウドシステムの導入

無料のスマート畜産技術研修会の設置

食の安全性情報発信

生産者と消費者のミスマッチの解消

国際競争力を高める生産基盤の確立

技術導入指導体制の確立

スマート畜産技術の情報提供

低利政府融資制度の創設

高補助率事業の創設

2-6 Q1 <行政から期待する支援>

0% 20% 40% 60% 80% 100%

その他

経営管理

家畜衛生

ふん尿処理

家畜管理

飼料給与・給水

畜舎環境制御

2-2 Q2 <スマート畜産技術への投資額>

999万円以下 1,000～2,999万円
3,000～4,999万円 5,000～9,999万円
１億円以上

（事業名） 
スマート畜産調査普及事業 
  （略称は「スマート畜産」で、平成30年度～令和元年度の２年間で実施） 

 
◎ 事業概要 

本事業では、アンケート調査、シンポジウムの開催により、スマート畜産の優良事例や技術上の問

題点、課題等を明らかにし、労働負担の低減や畜産経営の持続的な発展等に資することが目的です。 

(1) スマート畜産に係る技術ニーズ等について、アンケート調査を実施 

(2) スマート畜産に係る畜産経営者等をテーマに、シンポジウムを開催 

(3) スマート畜産調査のための畜産調査普及推進委員会を組織し調査を深堀 

(4) スマート畜産技術マニュアルを作成 
 

◎ アンケート調査 

平成 30 年度、スマート畜産技術へのニーズと経営体が抱える労働力不足の実態把握のため経営

体へのアンケート調査を実施しました。併せて、スマート畜産技術の開発状況を把握するため、企業へ

のアンケート調査を実施しました。アンケートでは、スマート畜産技術を取り入れている経営体、あるい

は、これから導入を考えている経営体に対し、技術の内容、技術導入にあたっての課題、費用、効果、

導入事例、今後に期待する技術開発等について回答をいただきました。 

アンケートを回収できた経営体数は、酪農121、肉用牛111、養豚104、養鶏（採卵鶏）101、養鶏（ブロ

イラー）27、計464経営体でした。 
 
◎ 成果 

アンケート調査により、スマート畜産技術の取り組み状況、今後導入したいスマート畜産技術、今後

研究開発を期待する技術、スマート畜産技術に対する支援の内容などが明らかになりました。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  

スマート畜産マニュアルでは、ICT技術等を使った新しい畜産経営、政策上の位置付け、ICT技術導

入による費用対効果の事例、実用化されたスマート畜産技術、研究開発中のスマート畜産技術、スマ

ート畜産導入の支援制度、先進優良事例の実証調査結果などを示しました。 
 
◎ 畜産経営者への貢献 

­ ワークショップの開催で、畜産経営体へスマート畜産の現状と利用の情報提供。 

­ アンケート調査により、畜産経営体のスマート畜産への取組みに係る実態及び意見を把握。 

­ スマート畜産技術マニュアルを示すことで、畜産経営体の所得増大に貢献。 

【資料：https://alpa.or.jp/jra-livestock-promotion-project/smart-livestock/】 

スマート畜産技術への投資額      経営体が期待するスマート畜産技術への行政からの支援 

https://alpa.or.jp/jra-livestock-promotion-project/smart-livestock/%E3%80%91

